
令和３年度の学校評価について（後期） 

 

南アルプス市立甲西中学校 

１ 学校評価の目的 

   学校評価は、学校教育法（第 42 条）ならびに学校教育法施行規則（第 49 条・第 66 条・第

67 条・第 68 条・第 79 条）に明記された法的根拠をもとに実施するものであるが、学校評価ガ

イドライン（H28 改訂版）によると以下のように指針が示されている。 

（１）各学校が、自らの教育活動その他の学校運営について、目指すべき目標を設定し、

その達成状況や達成に向けた取組の適切さ等について評価することにより、学校とし

て組織的・継続的な改善を図ること。 

（２）各学校が、自己評価及び保護者など学校関係者等による評価の実施とその結果の公

表・説明により、適切に説明責任を果たすとともに、保護者、地域住民等から理解と

参画を得て、学校・家庭・地域の連携協力による学校づくりを進めること。 

（３）各学校の設置者等が、学校評価の結果に応じて、学校に対する支援や条件整備等の

改善措置を講じることにより、一定水準の教育の質を保証し、その向上を図ること。 

  学校評価の形態は、①各学校の教職員が行う評価とその学校の生徒・保護者にアンケート調

査行い、教職員でその結果について考察したもの（自己評価）、②保護者、地域住民等の学校関

係者などにより構成された評価委員会等が自己評価の結果について評価することを基本とし

て行う評価（学校関係者評価）、③学校と直接関係を有しない専門家等による客観的な評価（第

三者評価）の３つの形態に整理されるが、本校では①と②を用いて評価を行うものとする。 

  また、学校教育目標や学校経営方針に基づいた教育活動その他の学校運営について、目標（Ｐ）

→実行（Ｄ）→評価（Ｃ）→改善（Ａ）のサイクルに基づき、別紙資料に示す項目について、

目指すべき成果を得るために、学校組織としての取り組み状況や達成状況を、自己評価・自己

点検し、必要な措置を講じたい。なお、このような意味合いから、自己評価の各項目について

は職務遂行指針ともとらえられるため、満足できる評価がつけられるよう、日々の取り組みを

実践していくことが前提でもあるといえる。 

 

２ 学校評価の実施手順（後期） 

活動内容 期 日 備 考（期限・内容・処理の仕方等） 

職員会議 １１月 ８日（月） 実施に向けた詳細の確認 

①自己評価 

実施 

１２月１日（水）～ 

※１日配布 
～１２月３日（金） 紙ベースで提出／集計表に教頭が入力 

②生徒ｱﾝｹｰﾄ

実施 １２月２日（木）～ 

※２日配布 

～１２月９日（木） 

※１０日提出 

クラス毎にアンケート実施 

封筒にまとめて教頭に提出 

③保護者ｱﾝｹｰﾄ

実施 

クラス毎にアンケートの配布・回収 

封筒にまとめて教頭に提出 

入力完了 ～１２月１５日（水） 三者懇談に必要と思われる情報がある場合は、該当する学級・学年に提供 

集 計 ～１２月２２日（水） 可能な限り、終業式の日（２３日）に集計データを配布 

分析・考察 冬季休業中 ～１月１２日（水） 集計結果をもとに分析・考察 

職員会議 １月１７日（月） 学校関係者評価委員会への提案資料の職員検討（確認） 

学校関係者 

評価委員会 
１月１８日（火） 学校の自己評価について意見交換 

報 告 ２月中旬 学校評価報告書の市教委への提出、及びホームページへの掲載 



３ 評価項目と分析・考察の方法 
（１）分野・分類、項目について 

   学校経営方針・学校教育目標・校訓・めざす生徒像（次頁参照）などを指針として評価・ 

アンケート項目を設定する。 

 教職員自己評価については、「学校経営・組織・安全管理」「教育課程・教科（学習）指導 

「生徒指導・教育相談・特別支援」「特別活動」「保護者・地域との連携」の５分野に分け、 

それぞれについて評価項目を設定する。 

 児童・保護者アンケートについては、個人に関わる内容と学校全体に関わる内容に大きく 

分類し、さらに両者に関連性をもたせた質問項目を設定して回答を得られるようにする。 

 なお、教職員自己評価、生徒・保護者アンケートともに記名式とする。 

 

□昨年度と変更（精選・追加・修正）した項目…前期同様 
   

【教職員自己評価】 

   ○「教職員間の相互理解が十分になされ、信頼関係に基づいて教育活動が行われている」と 

    「教育活動が組織的に計画され、協力体制のもとで、実施されている」をまとめ、「教職員 

    間の相互理解が十分になされ、信頼関係のもと協働的に教育活動が行われている」とした。 

   ○「不登校傾向のある生徒の支援に配慮し、必要に応じて関係機関と連携を図りながら対応 

している」と「関係諸機関との連携により、外部との信頼の輪が広がり、教育活動や生徒 

指導に役立っている」をまとめ、「不登校傾向のある生徒の支援に配慮し、必要に応じて  

関係機関と連携を図りながら対応している」とした。 

   ○「今日的な健康課題(薬物乱用・エイズ・熱中症等)について、専門機関との連携を図り、

授業や講演を通して指導がなされている」を関連分野の内容として、「新型感染症等につ

いて、正しい知識で感染防止対策に取り組むよう努めている」に変更した。 

   ○新たに、「ライフ・ワーク・バランスを意識した業務改善に取り組んでいる」と「GIGA ス

クール構想の実現に向け、１人１台端末の積極的な利用に努めている」を加えた。 

    ※このほか、全般的に文言を精選して設定した。 
 

  【生徒・保護者アンケート】 

   ○基本的には同内容の項目としたが、項目番号を整理して回答及び比較がし易いようにした。 

 

（２）分析・考察を行う上での留意事項と評価基準 

①可能な限り、教職員自己評価・生徒アンケート・保護者アンケートに分野・分類毎の関連 

性を持たせ、照らし合わせるなかで分析・考察を行う。 

   ②各項目について、昨年度同様に以下の４段階で評価・回答し、分析・考察を行う。 

４：そう思う  ３：だいたいそう思う  ２：あまりそう思わない  １：そう思わない 
     

③４と３の評価・回答を合わせて肯定的意見、２と１の評価・回答を合わせて否定的意見と 

とらえる。また、各項目の平均値（少数第１位まで）を算出し、設定したカッティングポ 

イントを判定基準と捉えるなかで”見える化”して分析・考察につなげる。 

［カッティングポイント］ 

３．０以上   … Ａ（良好である） 

２．９～２．５ … Ｂ（概ね良好ではあるが、工夫・改善の余地がある） 

２．４～２．１ … Ｃ（工夫・改善が必要である） 

２．０以下   … Ｄ（根本的に工夫・改善を図る必要がある） 
 

 


